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令和７年度保育士等キャリアアップ研修等実施委託仕様書 

 

１ 事業名 

令和７年度保育士等キャリアアップ研修等実施委託 

 

２ 趣旨・目的 

本事業は、保育士等キャリアアップ研修等について効果的な研修を実施し、市内保育・教育

施設の質の向上を図ることを目的とする。 

 

３ 事業概要 

次のとおり、各研修を委託により実施する。 

(1) 保育士等キャリアアップ研修 

対象者 次の①～④をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② ア【専門分野別研修】 

保育所等の保育現場において、副主任や専門リーダー、職務

分野別リーダーとして、各分野におけるリーダー的な役割を担

う者（または役割を担うことが見込まれる者） 

イ【マネジメント研修】 

専門分野におけるリーダー的な役割を担う者としての経験

があり、主任保育士の下でミドルリーダーの役割を担う者（ま

たは役割を担うことが見込まれる者） 

③ 全講座の受講が可能な方 

④ オンデマンド配信利用の研修受講が可能な方 

研修分野 次のキャリアアップ研修６分野およびマネジメント研修 

【専門分野別研修】 

・「乳児保育」           

・「幼児教育」 

・「障害児保育」 

・「食育・アレルギー対応」  

・「保健衛生・安全対策」   

・「保護者支援・子育て支援」 

【マネジメント研修】 

・「マネジメント」 

研修期間 令和７年８月～令和８年２月（予定） 

研修時間 １分野あたり15時間以上 

想定受講者数 各分野500名（合計3,500名） 

研修方法 オンデマンド配信方式による研修 

研修期間条件 ・配信期間はおおむね各分野２か月程度とすること。 

・配信スケジュールについては、委託者と協議の上、決定すること。 
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(2) 保育・教育施設職員等研修 

ア 乳児保育研修  

対象者 次の①～③をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② おおむね経験年数１～５年の職員 

③ オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 乳児保育に係る研修で、次の内容を含むこと。 

・こどもの人権を尊重し、主体性を大切にした保育の実践 

・保育の基本となる内容 

・保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に沿った内

容 
・「よこはま☆保育・教育宣言」に示す内容と実践 
・受講者同士のグループワークと共有 

研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間・回数 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座150名（合計300名） 

研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 

講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 

 

イ 幼児教育研修 

対象者 次の①～③をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② おおむね経験年数１～５年の職員 

③ オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 幼児教育に係る研修で、次の内容を含むこと。 

・こどもの人権を尊重し、主体性を大切にした保育・教育の実践 

・保育の基本となる内容 

・保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保

育要領に沿った内容 
・「よこはま☆保育・教育宣言」に示す内容と実践 
・小学校との連携・架け橋プログラム 
・受講者同士のグループワークと共有 

研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間・回数 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座150名（合計300名） 

研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 

講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 
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ウ リスクマネジメント研修 

対象者 次の①・②をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 保育・教育施設のリスクマネジメントに係る研修で、次の内容を含むこ

と。 

・こどもの人権を尊重した保育の展開 

・不適切保育の定義と予防のための方法（「保育所等における虐待等の

防止及び発生時の対応等に関するガイドライン」を踏まえること） 

・「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のための

ガイドライン」に基づく内容 

*施設内外の事故等の発生リスクとその対処、予防法 

*安全な環境作りと安全の確認方法・事例検討 

・安全な保育・教育環境を確保するための考え方 

・個人情報に関する取扱い 

・受講者同士のグループワークと共有 
研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座300名（合計600名） 

研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 

講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 

 

エ コミュニケーション研修 

対象者 次の①～③をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② おおむね経験年数５年以上の職員 

③ オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 職場内における円滑なコミュニケーションに係る研修で、次の内容を含

むこと。 

・組織マネジメントの基本 

・こどもとこどもに関わる全ての人の人権を尊重した保育と環境作り 

・同僚性を育み、対話が生まれる職場作り 

・人材育成のためのコミュニケーション 

・多職種との協働の必要性 

・保育・教育の質の向上への取り組み 

・受講者同士のグループワークと共有 

研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座150名（合計300名） 
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研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 

講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 

 

オ ミドルリーダー研修 

対象者 次の①～③をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② おおむね経験年数５年以上の職員 

③ オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 職場内におけるミドルリーダーの役割に係る研修で、次の内容を含むこ

と。 

・こどもとこどもに関わる全ての人の人権を尊重した保育と環境作り 

・同僚性を育み、対話が生まれる職場作り 

・こどもの可能性に触れる保育者としての喜びと共有 

・語り合いが生まれる記録 

・互いの良さを生かし合う同僚性 

・人材育成のためのコミュニケーション、働きやすい環境作りの基本 

・受講者同士のグループワークと共有 

研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座150名（合計300名） 

研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 

講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 

 

カ 子育て支援研修 

対象者 次の①・②をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 保育の現場における保護者支援や地域の子育て家庭に対する子育て支援

の重要性に係る研修で、次の内容を含むこと。 

・子育ての現状や課題の理解 

・子育て支援における保育・教育施設の機能と役割 

・こどもや保護者にかかわる専門職としての役割 

・関係機関との連携・地域資源の活用 

・受講者同士のグループワークと共有 

研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座150名（合計300名） 
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研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 

講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 

 

キ 実習指導者研修 

対象者 次の①～③をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② おおむね経験年数５年以上の職員 

③ オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 保育の現場における次世代育成のために持つべき視点や重要性に係る研

修で、次の内容を含むこと。 

・保育士不足の現状と次世代育成の意義と課題 

・養成校との協働による職員の資質向上 

・保育実習の具体的指導の基本 

・受講者同士のグループワークと共有 

研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座150名（合計300名） 

研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 

講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 

 

ク こどもの人権に配慮した保育研修 

対象者 次の①・②をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 こどもの人権に配慮した保育に係る研修で、次の内容を含むこと 

・こどもの人権、児童虐待、不適切保育の定義 

・こどもの人権にかかわる法律等（「保育所等における虐待等の防止及

び発生時の対応等に関するガイドライン」も踏まえること） 

・自身の保育を振り返り、自身の保育に意識を向け、こどもにとって

適切で、より良い関わりや保育実践 

・受講者同士のグループワークと共有 

研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座300名（合計600名） 

研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 
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講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 

 

ケ 保育士等のセルフマネジメント研修 

対象者 次の①・②をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 保育・教育の質を高めるため、保育士等のアンガーマネジメントを含む

セルフマネジメント、こどもの人権に配慮した保育に係る研修で、次の

内容を含むこと 

・こどもの人権に配慮した保育 

・児童虐待、不適切保育の定義 

・こどもにとってより良い関わりや豊かな保育実践 

・保育士等のアンガーマネジメントを含むセルフマネジメントの具体

的方法 

・同僚性を育み、対話が生まれる職員集団作り 

・受講者同士のグループワークと共有 

研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座150名（合計300名） 

研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 

講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 

 

 コ こどもの性を考える（性被害防止研修／こどもの性教育研修／生命(いのち)の安全教育研修） 

対象者 次の①・②をすべて満たす者 

① 横浜市内の保育・教育施設に勤務する者（職種は不問） 

② オンラインで受講できる環境がある 

研修内容 こども（乳幼児）の性に係る研修で、次の内容を含むこと 

 ・性と人権 

 ・性犯罪・性暴力の被害の現状と対策 

 ・包括的性教育、「生命（いのち）の安全教育」 

 ・保育・幼児教育の現場での取り組み事例 

研修時期 【第１回目】令和７年８月～令和７年11月の間 

【第２回目】令和７年12月～令和８年２月の間 

研修時間 １講座３時間×２回（内容は同一） 

募集受講者数 １講座300名（合計600名） 

研修方法 オンライン研修 

研修日程 ・参加しやすい平日の午後とすること。 

・委託者と協議の上、決定すること。 

講師 ・委託者と協議の上、決定すること。 
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４ 委託にかかる事務 

(1) 研修プログラムの検討及び研修スケジュール等の作成 

(2) 講師の選任、日程調整、依頼文書の発出 

(3) 講師側の録画・配信環境等の選定、契約、利用打ち合わせ等の事務対応 

(4) 研修開催案内の作成（長時間の離席、遅刻、早退の取り扱いについても明記すること） 

(5) 研修受講者の募集、申込受付、受講申込者との連絡調整、受講者決定通知・受講者名簿の

作成及び委託者へ名簿の提出 

(6) 受講票の作成と受講者へ受講票の交付（保育士等キャリアアップ研修のみ） 

(7) 研修に必要な設備や備品、教材の準備 

(8) 研修テキストの作成、研修テキストの受講者への配付 

(9) 各講座終了後に行う効果測定（保育士等キャリアアップ研修のみ） 

(10) レポート及び受講者アンケートの作成、実施、回収、集計と委託者への報告 

(11) 受講状況の管理と委託者への状況報告 

(12) 研修受講者の修了評価の実施及び委託者への結果報告 

(13) 修了者名簿の作成及び委託者へ名簿の提出 

(14) 修了証のデータ作成、委託者への提出、修了者への修了証の発送、発送後の追跡及び委託

者へ追跡結果の報告 

(15) 研修に要する会計処理業務（研修講師等への謝金、講師が使用する会場使用料の支払い、

配信環境整備費用等） 

(16) その他運営に必要な事項 

 

５ 契約期間 

契約締結日 から 令和８年３月31日まで 

 

６ 保育士等キャリアアップ研修の委託内容 

(1) 全体計画及び事業実施体制表の作成等 

ア 委託契約の締結後、研修を遅滞なく実施するための全体スケジュール・実施体制表の作

成及び事業の統括責任者の選任を行い、委託者の了承を得ること。なお、本研修について

は、委託者が神奈川県の指定を受けることが必要となるため、指定申請の期限までに神奈

川県に申請書を提出できるよう、指定申請に必要な内容を受託者が委託者に報告するこ

と。報告するにあたっては、神奈川県保育エキスパート等（保育士等キャリアアップ）研

修指定要領に従うこと。 

イ 「保育士等キャリアアップ研修の実施について（平成29年４月１日付け雇児保発0401第

１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）」の別紙「保育士等キャリアアップ

研修ガイドライン」（以下「国ガイドライン」という。）に基づき、委託者と十分に協議の

うえで研修の期間を定めること。 

(2) 研修受講者の募集及び決定等 

ア 研修の開催通知、受講申請の受付、受講決定通知及び受講者名簿の作成、研修に係る開

催要項、受講申込書等を作成し、委託者へ電子データで提供すること。 

イ 受講者が申し込む際は、①保育士登録番号（資格所有者のみ）、②氏名・生年月日・郵

便番号・住所、③勤務先施設の名称・郵便番号・所在地・連絡先（電話番号、電子メール

アドレス）などを把握すること。 

ウ 受託者のホームページで研修受講者の募集を周知すること。 
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エ 委託者は、委託者のホームページにて、受託者のホームページのＵＲＬをリンク先とし

て掲載する。 

オ 受講者の決定を行い、受講票や受講決定通知等を送付し、受講申込者に結果を連絡する

こと。 

カ 申し込みについての条件・制限、申し込み多数の場合の取り扱い、受講者決定方法につ

いては、委託者と協議の上、決定すること。 

キ 受講申込にかかる問合せ、申込受付から、受講可否の決定、その他、受託事業の実施全

般に係る専門事務局を設け、専用電話番号を設定し公表すること。 

ク 受講決定者の研修受講者名簿をエクセルデータで作成し、各研修を開始するまでに、委

託者へ電子データで提出すること。 

(3) 「保育士等キャリアアップ研修」各分野の研修テキストの作成等 

  ア 「国ガイドライン」の別添１「分野別リーダー研修の内容」に基づき各分野の「ねら

い」欄及び「内容」欄に掲げる内容を満たした研修テキストを作成し、事前に委託者の了

解を得た上で、決定し準備すること。 

イ ６つの専門分野及びマネジメント研修の合計７分野のテキストを作成すること。 

ウ 作成したテキストを研修が開始されるまでに、事前に受講者へ電子データを送付するこ

と。または、ダウンロードする手立てを講じること。なお、やむを得ず、受講者がテキス

トを入手できない場合は、郵送にて対応すること。 

エ 受講者からテキストの実費徴収は行わないこと。 

(4) 講師の選任等 

ア 各分野の研修を適切に実施するために、略歴、資格、実務経験、学歴等を照らして適切

に選任すること。 

イ 選任にあたっては事前に委託者へ相談、承諾を得ること。 

(5) 研修内容・実施方法等 

ア 国ガイドライン「３(2) 研修内容」のとおりとすること。 

イ 各分野の合計研修時間は、15時間以上とすること。 

ウ 研修を円滑に実施するために、事前に各講師と連絡調整を行い、各講師への依頼文の作

成、送付及び報償費等の支払い等を行うこと。 

エ 研修の実施にあたっては、オンデマンド配信、また顔認証システムを使用するため、イ

ンターネット接続が可能、なおかつカメラ機能搭載のパソコン、タブレット・スマートフ

ォン等を使用する旨周知すること。通信に係る費用は受講者負担とすること。 

オ 受講者が受託者のホームページにアクセスする際には、受講者が安全に受講できるよう

に十分なセキュリティ体制を整えること。 

カ ID・パスワードの配付、顔認証システムを使用することで、なりすまし等の不正防止対

策を十分に講じること。「平成31年４月15日保育士等キャリアアップ研修のeラーニング

等による実施方法について」を参考とすること。 

キ 各単元終了後に実施する効果測定テストやレポート、全講座終了後に実施するレポート

やアンケートの内容は、委託者と調整し作成すること。 

ク 受託者がレポート案を作成し、事前に委託者の了解を得た上で、内容を決定すること。 

ケ レポートを受講者から提出させ、記載内容を確認するとともに、未記入等の明確な不備

がある場合は、委任者と協議の上、再提出をさせること。 

コ アンケートの内容を集約し、委託者へ電子データで提出すること。 

サ その他研修を運営するために必要な業務全般を行うこと。 
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(6) 研修修了の評価・修了証発行など 

ア 国ガイドライン「４ 研修修了の評価」のとおり研修修了の評価を実施すること。  

イ 全講座を受講した場合に、修了証を発行すること。 

ウ 虚偽又は不正の事実に基づいて修了証の交付を受けた場合等においては、委託者と協議

の上、研修の修了を取り消すことができることとする。 

エ 委託者から修了証の指定様式を受領し、受託者は修了者の修了証を作成すること。 

オ 修了証の作成において、受託者は、記載事項に間違いがないか受講申込書等と修了証を

複数人でダブルチェックすること。 

カ その後、受託者は、委託者が指定した色のＡ４用紙（紙厚：127.9g/平方メートル程

度）に修了証を印刷すること。なお、修了証を印刷するにあたっては、「９ 個人情報の

取扱」に留意し、再委託することができる。その際は、委託者は公印の印影を貸し出し、

受託者は業務完了後、速やかに委託者へ公印の印影を返却すること。 

  また、受託者は、公印印影を含む修了証の電子データを委託者へ提出すること。 

キ 受託者は、修了証を受講者の勤務先施設あてに送付すること（令和８年３月初旬を目途

とする）。 

ク 修了証の送付にあたっては、修了証を折り曲げず、破損することのないよう留意するこ

と。また、勤務先施設が修了証を引受けたことが確認できるようにするとともに、その記

録（特定記録、追跡記録など）を委託者へ提出すること。 

ケ 修了者名簿をエクセルデータで作成し、委託者へ電子データで提出すること。 

コ 修了者名簿には、修了した研修分野、修了証番号、修了年月日を記載すること。なお、

修了証番号・修了年月日は委託者と調整し決定すること。 

(7) 研修に関する問合せ対応 

受講者等からの本研修に関する問合せに適切に対応すること。 

 

７ 保育・教育施設職員等研修の委託内容 

(1) 全体計画及び事業実施体制表の作成等 

委託契約の締結後、速やかに、研修を遅滞なく実施するための全体スケジュール・実施体

制表の作成及び事業の統括責任者の選任を行い、委託者の了承を得ること。 

(2) 研修受講者の募集及び決定等 

ア 研修の開催通知、受講申請の受付、受講決定通知及び受講者名簿の作成、研修に係る開

催要項、受講申込書等を作成し、委託者へ電子データで提供すること。 

イ 受託者のホームページで研修受講者の募集を周知すること。 

ウ 委託者は、委託者のホームページにて、受託者のホームページのＵＲＬをリンク先とし

て掲載する。 

エ 各研修の申込受付は、第１回目実施期間（令和７年８月～11月）と第２回目実施期間（

令和７年12月～令和８年２月）に分けて行う。 

オ 受講者の決定を行い、受講決定通知等を送付し、受講申込者に結果を連絡すること。 

カ 申し込みについての条件・制限、申し込み多数の場合の取り扱い、受講者決定方法につ

いては委託者と協議の上、決定すること。なお、研修受講の対象者としている横浜市内の

保育・教育施設に勤務する者だけでなく、委託者が認めた者が研修を受講する場合があ

り、その場合は、委託者が受託者に連絡する。 

キ 受講申込にかかる問合せ、申込受付から、受講可否の決定、その他、受託事業の実施全

般に係る専門事務局を設け、専用電話番号を設定し公表すること。 
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ク 受講決定者の研修受講者名簿をエクセルデータで作成し、研修を開始するまでに、委託

者へ電子データで提出すること。 

(3) 研修資料の作成等 

ア 研修資料の内容については、各講座の研修内容に合ったものとすること。 

イ 作成した研修資料は、研修が開始されるまでに、事前に受講者へ電子データを送付する

こと。または、ダウンロードする手立てを講じること。なお、やむを得ず、受講者が研修

資料を入手できない場合は、郵送にて対応すること。 

ウ 受講者から研修資料の実費徴収は行わないこと。 

(4) 講師の選任等 

ア 現在の保育・教育を取り巻く状況を把握し、各研修を適切に実施するために、現在、教

壇に立っている学識経験者を基本とし、経歴、資格、実務経験、学歴等を照らして適切に

選任すること。なお、委託者がこれまで依頼してきた講師を選任したい場合には委託者へ

相談すること。 

イ 選任にあたっては事前に委託者へ相談し承諾を得ること。 

(5) 研修内容・実施方法等 

ア 研修を円滑に実施するために、事前に会場及び各講師と連絡調整を行い、配信会場との

契約及び会場使用料の支払い、各講師への依頼文の作成、送付及び謝金等の支払い等を行

うこと。 

イ 配信会場との連絡調整、研修で使用する機器や教材等の準備・搬送・設置、会場の設

営、受講者のオンライン上での出席確認、司会進行、講師対応（オンライン配信のサポー

トを含む）、レポート配付・回収、片付けその他研修を運営するために必要な業務全般を

行うこと。 

ウ 研修の実施にあたっては、インターネット接続が可能なパソコン、タブレット・スマー

トフォン等を使用する旨周知すること。通信に係る費用は受講者負担とすること。 

エ 受講者の受講環境に配慮し、受講者のパソコンまたはスマートフォン等から視聴しやす

い内容とすること。 

オ 受講者が受託者のホームページにアクセスする際には、受講者が安全に受講できるよう

に十分なセキュリティ体制を整えること。 

カ 長時間の離席、遅刻、早退がないか、受講しているかを確認し、不適切な場合には適切

な受講を促すこと（注意すること）。なお、開催要項等で事前に周知した場合に限り、周

知した時間以上の遅刻・離席は、受講不可とする。早退についても、開催要項等で事前に

周知した時間以上の早退については、修了とは認めない。また、不適切な受講が継続さ

れ、注意をしても改善されない場合は、受講不可とする。 

キ 終了後に実施するレポート及びアンケートの内容は、委託者と調整し作成すること。 

ク 受託者がレポート及びアンケート案を作成し、事前に委託者の了解を得た上で、内容を

決定すること。 

ケ 受講者からレポート及びアンケートを提出させること。提出期限については、委託者に

確認のうえ、決定すること。 

コ レポート及びアンケートの内容を集約し、委託者へ電子データで提出すること。 

(6) 研修修了証発行など  

ア 研修終了後レポート及びアンケートを提出した場合に、修了証を発行すること。 

イ 欠席者、長時間の遅刻、早退者等については、委託者と協議の上、修了証の発行は行わな

いこと。また、虚偽又は不正の事実に基づいて修了証の交付を受けた場合等においては、委

託者と協議の上、研修の修了を取り消すことができることとする。 



11 

ウ 委託者から修了証の指定様式を受領し、受託者は修了証を作成すること。 

エ 修了証の作成において、受託者は、記載事項に間違いがないか受講申込書等と修了証を

複数人でダブルチェックすること。 

オ 受託者は、修了証を受講者の勤務先施設あてに送付すること（令和８年３月初旬を目途

とする）。なお、送付方法は、郵送のほか、受託者が管理するシステムから電子データとし

てダウンロードする方法なども可能とし、研修の募集開始までに委託者と調整・決定するこ

と。 

カ 修了者名簿をエクセルデータで作成し、委託者へ電子データで提出すること。 

(7) 研修に関する問合せ対応 

受講者等からの本研修に関する問合せに適切に対応すること。 

 

８ 事業完了報告書の提出 

事業完了後、事業委託期間中に実施した事業実績について、実績報告書を作成し、指定する

期日までに遅滞なく１部を郵送すること。実績報告書には、実施期間、実施内容、参加者数（

申込者数、受講者数及び受講状況、修了者数）、実施内容等について記載すること。 

 

９ 個人情報の取扱 

(1) 本事業によって知り得た個人情報については、関係法令等の規定に従い、その取扱いによ

り個人の権利利益を侵すことのないようにすること。 

(2) 個人情報を含む電子媒体のデータをメールで委託者に送付する際には、パスワードの設定

等取扱いには万全を期すこと。また、個人情報が記載されたものを郵送する際も、簡易書留

郵便又は書留郵便等により、委託者に配達されたことが記録される方法によること。 

(3) その他、個人情報の取り扱いについては別記「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 

 

10 再委託の禁止 

受託者が本契約に係る事務又は事業の全部を一括して第三者に委託することは禁止する。ま

た、総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分は再委託してはならない。 

 

11 著作権等の取扱 

(1) 本事業の遂行により生じた著作権（著作権法第27条及び28条に定められた権利を含む。）は

、講師の研修内容を除き、全て委託者に帰属するものとする。 

(2) 第三者が権利を有する著作権（写真、音楽等）を使用する場合には、著作権、肖像権等に

厳重な注意を払い、当該著作物の使用に関して費用の負担を含む一切の手続きを受託者にお

いて行うものとする。 

(3) 本仕様に基づく業務に関し、第三者との間で著作権に係る権利侵害の紛争等が生じた場合

には、当該紛争等の原因が専ら委託者の責任に帰す場合を除き、受託者は自らの責任と負担

において一切の処理を行うものとする。 

(4) 委託者が所有する資料（写真等）を使用する場合には、協議の上、調達可能なものについ

ては委託者が提供する。 

 

12 業務遂行上の注意事項 

(1) 事業の実施に際しては、委託者の指示に従うこと。 
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(2) 受託者は本事業の適切な実施のために、統括責任者を定めるとともに、委託者との連絡調

整を行うことのできる体制を整え、あらかじめ委託者と調整したスケジュールで業務を行う

こと。 

(3) 講師の選定・依頼及び講師謝金及び交通費の支払い、会場の契約及び会場費の支払い、そ

の他研修の運営に関することは全て受託者が行うものとし、それらに要する一切の経費は委

託料に含む。なお、受講者から受講料やテキストの実費は徴収しないこと。 

(4) 各研修で募集人数を上回る申込があった場合、委託者と協議の上、適切に研修を実施でき

る範囲内で、募集人数を上回る受講者の受入等に努めること。 

(5) 受託者は「横浜市の保有する情報の公開に関する条例」の趣旨を踏まえ、事業の運営に関

する情報を公開するため必要な措置を講じなければならない。 

(6) 事業遂行にあたり、疑義等が生じた場合は、委託者と十分協議すること。 

 

13 その他 

(1) 企画・運営の詳細については、委託者と協議の上、決定すること。 

(2) 横浜市人権施策基本指針を踏まえ、横浜市の人権施策を理解した上で、人権に配慮した講 

習を実施すること。 

(3) 研修の運営状況を確認するため、委託者に各研修のID・パスワード等を提供すること。 

(4) 台風等の自然災害等、研修受講が難しいと委託者が判断した場合は、オンデマンド研修の配

信期間の延長やオンライン研修の開催日の変更などを委託者と協議して決定すること。 

（5) この仕様書に明記されていない事項、又は業務上疑義が生じた場合は、委託者と協議するこ

と。 

(6) 委託者とは、特に断りが無い限り横浜市とする。 



雇児保発０４０１第１号 

平成 29 年４月１日 

一部改正 子保発 0624 第３号 

令和元年６月 24 日 

一部改正 子保発 0330 第１号 

令和５年３月 30 日 

 

 

都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局）長 殿 

中 核 市 

 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長 

（ 公 印 省 略 ）     

 

 

 

保育士等キャリアアップ研修の実施について 

 

 

 

保育士は、専門的知識及び技術をもって、児童の保育及び児童の保護者に対する保

育に関する指導を行う専門職であり、その専門性の向上を図るため、児童福祉施設の

設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号）第７条の２第１項では、「児

童福祉施設の職員は、常に自己研鑽に励み、法に定めるそれぞれの施設の目的を達成

するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない」こと

とされており、同条第２項では、「児童福祉施設は、職員に対し、その資質の向上の

ための研修の機会を確保しなければならない」こととされているところです。 

 近年、子どもや子育てを取り巻く環境が変化し、保育所に求められる役割も多様

化・複雑化する中で、保育士には、より高度な専門性が求められるようになっており、

日々の保育士としての業務に加え、各種の研修機会の充実によって、その専門性を向

上させていくことが重要となっています。 

現在、保育現場においては、園長、主任保育士の下で、初任後から中堅までの職員

が、多様な課題への対応や若手の指導等を行うリーダー的な役割を与えられて職務に

あたっており、こうした職務内容に応じた専門性の向上を図るための研修機会の充実

が特に重要な課題となっています。 

 今般、公示を行った保育所保育指針（平成 29 年厚生労働省告示第 117 号）では、「保

育所においては、当該保育所における保育の課題や各職員のキャリアパス等も見据え

て、初任者から管理職員までの職位や職務内容等を踏まえた体系的な研修計画を作成



しなければならない」ことが盛り込まれたところです。 

また、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）に基づく特定教育・保育等

に要する費用の額の算定において、平成 29 年度より、技能・経験を積んだ職員に対

する処遇改善のための加算が創設されますが、今後、当該加算の要件に研修の受講が

課されることとなっています。（平成 29 年度は研修要件を課さず、平成 30 年度以降

は職員の研修の受講状況等を踏まえ、決定。） 

これらを踏まえ、今般、保育現場におけるリーダー的職員等に対する研修内容や研

修の実施方法等について、別紙のとおり、「保育士等キャリアアップ研修ガイドライ

ン」を定めましたので、通知します。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に規定

する技術的助言として発出するものであることを申し添えます。  



（別紙） 

 

保育士等キャリアアップ研修ガイドライン 

 

１ 目的 

本ガイドラインは、保育現場におけるリーダー的職員の育成に関する研修である

「保育士等キャリアアップ研修」（以下「研修」という。）について、一定の水準

を確保するために必要な事項を定めるものである。 

 

２ 実施主体 

研修の実施主体は、都道府県又は都道府県知事の指定した研修実施機関（市町村

（特別区を含む。）、指定保育士養成施設又は就学前の子どもに対する保育に関す

る研修の実績を有する非営利団体に限る。）とする。 

 

３ 研修内容等 

（１）研修分野及び対象者 

研修は、専門分野別研修、マネジメント研修及び保育実践研修とし、それぞれ

の研修の対象者は次のとおりとする。 

ア 専門分野別研修（①乳児保育、②幼児教育、③障害児保育、④食育・アレル

ギー対応、⑤保健衛生・安全対策、⑥保護者支援・子育て支援） 

保育所等（子ども・子育て支援法に基づく特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業をいう。以下同じ。）の保育現場において、それぞれの専門分野に

関してリーダー的な役割を担う者（当該役割を担うことが見込まれる者を含

む。） 

イ マネジメント研修 

アの分野におけるリーダー的な役割を担う者としての経験があり、主任保育

士の下でミドルリーダーの役割を担う者（当該役割を担うことが見込まれる者

を含む。） 

ウ 保育実践研修 

保育所等の保育現場における実習経験の少ない者（保育士試験合格者等）又

は長期間、保育所等の保育現場で保育を行っていない者（潜在保育士等） 

（２）研修内容 

研修内容は、別添１「分野別リーダー研修の内容」のとおりとし、「ねらい」

欄及び「内容」欄に掲げる内容を満たしたものでなければならない。 

（３）研修時間 

研修時間は、１分野１５時間以上とする。 

なお、７（６）に定める園内研修を受講する場合は、１分野最大４時間の研修

時間が短縮される。 

（４）講師 

研修の講師は、指定保育士養成施設の教員又は研修内容に関して、十分な知識



及び経験を有すると都道府県知事が認める者とする。 

（５）実施方法 

研修の実施にあたっては、講義形式のほか、演習やグループ討議等を組み合わ

せることにより、より円滑、かつ、主体的に受講者が知識や技能を修得できるよ

う、工夫することが望ましい。また、e ラーニングで実施する場合は、保育士等

キャリアアップ研修をｅラーニングで実施する方法等に関する調査研究（平成 30

年度厚生労働省委託事業）を参考にすること。 

 

４ 研修修了の評価 

研修修了の評価については、研修修了者の質の確保を図る観点から、適正に行わ

れる必要があり、１５時間以上の研修（別紙１の「ねらい」欄及び「内容」欄に掲

げる内容を満たしたものに限る。）を全て受講していることを確認するとともに、

研修の受講後にレポートを提出させるなど、各受講者の研修内容に関する知識及び

技能の習得とそれを実践する際の基本的な考え方や心得の認識を確認するものと

する。なお、７（６）に定める園内研修の場合は、園内研修修了の証明で受講を確

認するとともに、園内研修の受講後にレポートを提出させるなど、研修内容に関す

る知識及び技能の習得とそれを実践する際の基本的な考え方や心得の認識を確認

するものとする。 

受講者が提出するレポートには、研修で学んだことや理解したこと、自らが担う

こととなる保育内容と関連付け、今後、役に立つこと等を記載することを想定して

おり、レポート自体に理解度の評価（判定）を行って、修了の可否を決定すること

までは想定していないことに留意すること。 

なお、研修の受講において、都道府県又は研修実施機関の指示に従わないなど、

受講者の態度が不適切な者や研修内容の理解を著しく欠いている者等については、

修了の評価を行わないことができるものとする。 

 

５ 研修修了の情報管理 

（１）修了証の交付 

都道府県及び研修実施機関は、研修修了者に対し、様式第１号による修了証を

交付するものとする。なお、虚偽又は不正の事実に基づいて修了証の交付を受け

た場合等においては、研修の修了を取り消すことができる。 

（２）修了証番号 

修了証に記載する修了証番号については、「都道府県番号（２桁）- 修了証の

発行年（２桁（西暦の下２桁））- 研修指定番号（３桁） - 番号（５桁）」の

12 桁とする。研修指定番号は、指定を行った研修実施機関の番号（２桁）（都道

府県が実施する研修は「01」とする。）と研修種別番号（１桁）の３桁の番号と

する。なお、「都道府県番号」及び「研修種別番号」は別添２のとおりとする。 

（例） 

平成 29 年（2017 年）に北海道が実施する乳児保育の研修を修了した者の最

初の修了書番号：011701100001 



（３）修了証の効力 

修了証については、修了した研修が実施された会場の所在地の都道府県以外の

都道府県においても効力を有するものとする。 

（４）研修修了者の情報管理 

研修を実施した後、研修修了者に関する情報を記録し、管理する仕組みとする

ことにより、身に付けた知識及び技能を客観的に評価できるようにすることが重

要であるため、都道府県及び研修実施機関は、次のとおり、研修修了者の情報管

理を行うものとする。 

ア 研修修了者名簿の作成 

都道府県及び研修実施機関は、受講希望者からの申し込みの際、①保育士登

録番号（受講希望者が保育士の場合に限る。）、②氏名・生年月日・住所、③

勤務先施設の名称・所在市町村名（現に保育所等に勤務している者に限る。）

を把握することとし、研修修了後には、①から③までの情報に加え、④修了し

た研修分野、⑤修了証番号、⑥修了年月日を記載した研修修了者名簿を作成す

る。なお、都道府県は、研修実施機関が実施した研修の修了者の情報について

は、研修実施機関に対して、事業実績報告として、研修修了者名簿の提出を求

めるとともに、当該名簿に研修実施機関の名称・所在地・連絡先を記載するも

のとする。 

イ 情報の取扱い 

研修を実施する上で、知り得た個人情報の取扱いについては、十分に留意し

なければならない。研修修了者が受講した研修が実施された会場の所在する都

道府県以外の都道府県で勤務する場合、都道府県間で研修修了者の情報を共有

することにより、当該情報の確認が円滑となることから、都道府県及び研修実

施機関は、他の都道府県及び市町村にアで定める①から⑥までの情報を提供す

ることについて、受講の申し込み時において、本人から同意を得るものとする。 

（５）修了証の再交付 

都道府県及び研修実施機関は、研修修了者の氏名の変更や修了証の紛失等の申

し出があった際は、修了証の再発行を行うものとする。 

 

６ 研修実施機関の指定手続き 

都道府県が研修実施機関の指定を行う際の取扱いは次のとおりとする。 

（１）指定申請 

研修の指定は、研修実施機関からの申請に基づき行うものとし、研修実施機関

は、研修会場の所在地の都道府県に対し、研修実施予定日の２か月前までに様式

第２号による申請書を提出しなければならない。 

（２）都道府県による指定 

（１）による申請を受けた都道府県は、申請内容が本ガイドラインの３から５

までに定める内容を満たした研修を適切に実施できるものと認める場合、様式第

３号による指定通知書により、指定を行うものとする。 

（３）指定の効力 



（２）による指定については、指定を行った年度のみ効力を有する。ただし、

研修実施機関が指定を受けた研修を翌年度も実施しようとする場合、様式第４号

による指定内容更新届出書を提出することにより、当該研修に対する指定は、引

き続き、効力を有するものとする。なお、当該届出書に記載された研修が本ガイ

ドラインの３から５までに定める内容を満たしていない場合、当該届出書は無効

とし、指定の効力はなくなるものとする。 

 

７ その他 

（１）都道府県が研修を実施する場合、都道府県が適当と認める団体に研修の全部又

は一部を委託することができるものとし、研修実施機関が研修を実施する場合、

適切に研修を実施し、研修修了の評価を行うことができる範囲において、研修の

一部を委託することができるものとする。 

（２）都道府県は、指定又は委託を行う場合、研修を実施しようとする者について、

次の点に留意するものとする。 

ア 事業を適正かつ円滑に実施するために必要な能力及び研修の実施に必要な

財政的基盤を有していること 

イ 研修事業の経理が他の経理と区分され、事業の収支を明らかにする書類を整

備することができること 

（３）都道府県は、研修の実施について、管内市町村及び関係団体等と十分な連携を

図るとともに、受講ニーズに対応できるよう、研修実施体制の整備に努めなけれ

ばならない。研修実施体制の整備にあたっては、研修の開催日、時間帯及び会場

について、受講希望者が受講しやすいよう配慮するものとする。 

（４）都道府県及び研修実施機関は、研修の定員に３（１）に定める研修の対象者の

受講希望者の数が満たない場合、当該対象者以外の者に研修を受講させることが

できるものとする。 

（５）都道府県は、本ガイドラインに基づく研修について、委託又は指定を行ったも

のも含め、ホームページへの掲載等により、保育所等及び研修の対象者に周知を

行うこととする。 

（６）保育所及び地域型保育事業所が企画・実施する園内における研修（以下「園内

研修」という。）の取扱いについて、園内研修を行う施設・事業者からの申請に

基づき、都道府県が、その内容及び研修時間について、以下の要件を満たしてい

ることを確認した場合には、園内研修の修了者について、対応する研修分野の研

修に関して１分野最大４時間の研修時間が短縮されるものとする。 

   ・研修の講師が、本ガイドラインに定める研修の講師であること。 

・研修の目的及び内容が明確に設定されており、また、本ガイドラインに定め

る研修分野が設定されているとともにその内容が本ガイドラインに沿った

ものとなっていること。 

・研修受講者が明確に特定されており、園内研修を実施する保育所及び地域型

保育事業所において研修修了の証明が可能であること。 



 
 

 

分野別リーダー研修の内容 

 
 

分野 ねらい 内容 具体的な研修内容（例） 

乳児保育 

（主に０歳から３ 

歳未満児向けの保 

育内容） 

・ 乳児保育に関する

理解を深め、適切な

環境を構成し、個々

の子どもの発達の

状態に応じた保育

を行う力を養い、他

の保育士等に乳児

保育に関する適切

な助言及び指導が

できるよう、実践的

な能力を身に付け

る。 

○乳児保育の意義 

 

 

○乳児保育の環境 

 

 

 

 

○乳児への適切な関わり 

 

 

 

 

○乳児の発達に応じた保育 

内容 

 

 

 

○乳児保育の指導計画、記録 

及び評価 

 

・乳児保育の役割と機能 

・乳児保育の現状と課題 

 

・乳児保育における安全な環境 

・乳児保育における個々の発達を促す 

生活と遊びの環境 

・他職種との協働 

 

・乳児保育における配慮事項 

・乳児保育における保育者の関わり 

・乳児保育における生活習慣の援助や 

関わり 

 

・保育所保育指針について 

・乳児の発達と保育内容 

・１歳以上３歳未満児の発達と保育 

内容 

 

・全体的な計画に基づく指導計画の作成 

・観察を通しての記録及び評価 

・評価の理解及び取組 

 

 

幼児教育 

（主に３歳以上児 

向けの保育内容） 

・ 幼児教育に関する

理解を深め、適切な

環境を構成し、個々

の子どもの発達の

状態に応じた幼児

教育を行う力を養

い、他の保育士等に

幼児教育に関する

適切な助言及び指

導ができるよう、実

践的な能力を身に

付ける。 

○幼児教育の意義 

 

 

 

○幼児教育の環境 

 

 

 

 

○幼児の発達に応じた保育 

内容 

 

 

 

○幼児教育の指導計画、記録 

及び評価 

 

 

○小学校との接続 

 

 

 

・幼児教育の役割と機能 

・幼児教育の現状と課題 

・幼児教育と児童福祉の関連性 

 

・幼児期にふさわしい生活 

・遊びを通しての総合的な指導 

・一人一人の発達の特性に応じた指導 

・他職種との協働 

 

・保育所保育指針について 

・資質と能力を育むための保育内容 

・個々の子どもの発達の状況に応じた 

幼児教育 

 

・全体的な計画に基づく指導計画の作成 

・観察を通しての記録及び評価 

・評価の理解及び取組 

 

・小学校教育との接続 

・アプローチカリキュラムとスタート 

カリキュラムの理解 

・保育所児童保育要録 

 

 

（別添１） 



 
 

分野 ねらい 内容 具体的な研修内容（例） 

障害児保育 ・ 障害児保育に関す

る理解を深め、適切

な障害児保育を計

画し、個々の子ども

の発達の状態に応

じた障害児保育を

行う力を養い、他の

保育士等に障害児

保育に関する適切

な助言及び指導が

できるよう、実践的

な能力を身に付け

る。 

○障害の理解 

 

 

 

 

○障害児保育の環境 

 

 

 

 

 

 

○障害児の発達の援助 

 

○家庭及び関係機関との連携 

 

 

 

 

○障害児保育の指導計画、 

記録及び評価 

 

 

 

・障害のある子どもの理解 

・医療的ケア児の理解 

・合理的配慮に関する理解 

・障害児保育に関する現状と課題 

 

・障害児保育における個々の発達を促す 

生活と遊びの環境 

・障害のある子どもと保育者との関わり 

・障害のある子どもと他の子どもとの 

関わり 

・他職種との協働 

 

・障害のある子どもの発達と援助 

 

・保護者や家族に対する理解と支援 

・地域の専門機関等との連携及び個別の 

支援計画の作成 

・小学校等との連携 

 

・全体的な計画に基づく指導計画の作成 

と観察・記録 

・個別指導計画作成の留意点 

・障害児保育の評価 

 

 

 

食育・アレルギー 

対応 

・ 食育に関する理解

を深め、適切に食育

計画の作成と活用

ができる力を養う。 

・ アレルギー対応に

関する理解を深め、

適切にアレルギー

対応を行うことが

できる力を養う。 

・ 他の保育士等に食

育・アレルギー対応

に関する適切な助

言及び指導ができ

るよう、実践的な能

力を身に付ける。 

○栄養に関する基礎知識 

 

 

 

 

○食育計画の作成と活用 

 

 

 

 

 

○アレルギー疾患の理解 

 

 

○保育所における食事の提供 

ガイドライン 

 

 

○保育所におけるアレルギー 

対応ガイドライン 

・栄養の基本的概念と栄養素の種類と 

機能 

・食事摂取基準と献立作成・調理の基本 

・衛生管理の理解と対応 

 

・食育の理解と計画及び評価 

・食育のための環境（他職種との協働等）

・食生活指導及び食を通した保護者への 

支援 

・第三次食育推進基本計画 

 

・アレルギー疾患の理解 

・食物アレルギーのある子どもへの対応 

 

・保育所における食事の提供ガイドライ 

ンの理解 

・食事の提供における質の向上 

 

・保育所におけるアレルギー対応ガイド 

ラインの理解 

・アナフィラキシーショック（エピペン 

の使用方法を含む。）の理解と対応 

 

 

 



 
 

分野 ねらい 内容 具体的な研修内容（例） 

保健衛生・安全対 

策 

・ 保健衛生に関する

理解を深め、適切に

保健計画の作成と

活用ができる力を

養う。 

・ 安全対策に関する

理解を深め、適切な

対策を講じること

ができる力を養う。 

・ 他の保育士等に保

健衛生・安全対策に

関する適切な助言

及び指導ができる

よう、実践的な能力

を身に付ける。 

○保健計画の作成と活用 

 

 

 

 

 

○事故防止及び健康安全管理 

 

 

 

 

 

 

○保育所における感染症対策 

ガイドライン 

 

 

 

○保育の場において血液を介 

して感染する病気を防止す 

るためのガイドライン 

 

 

 

○教育・保育施設等における 

事故防止及び事故発生時の 

対応のためのガイドライン 
 

・子どもの発育・発達の理解と保健計画 

の作成 

・保健活動の記録と評価 

・個別的な配慮を必要とする子どもへの 

対応（慢性疾患等） 

 

・事故防止及び健康安全管理に関する 

組織的取組 

・体調不良や傷害が発生した場合の対応 

・救急処置及び救急蘇生法の習得 

・災害への備えと危機管理 

・他職種との協働 

 

・保育所における感染症対策ガイドライ 

ンの理解 

・保育所における感染症の対策と登園時 

の対応 

 

・保育の場において血液を介して感染 

する病気を防止するためのガイドライ 

ンの理解 

・保育所における血液を介して感染する 

感染症の対策と対応 

 

・教育・保育施設等における事故防止 

及び事故発生時の対応のためのガイド 

ラインの理解 

・安全な環境づくりと安全の確認方法 

 

保護者支援・子育 

て支援 

・ 保護者支援・子育

て支援に関する理

解を深め、適切な支

援を行うことがで

きる力を養い、他の

保育士等に保護者

支援・子育て支援に

関する適切な助言

及び指導ができる

よう、実践的な能力

を身に付ける。 

 

○保護者支援・子育て支援の 

意義 

 

 

 

○保護者に対する相談援助 

 

 

 

○地域における子育て支援 

 

 

 

○虐待予防 

 

 

○関係機関との連携、地域 

資源の活用 

 

・保護者支援・子育て支援の役割と機能 

・保護者支援・子育て支援の現状と課題 

・保育所の特性を活かした支援 

・保護者の養育力の向上につながる支援 

 

・保護者に対する相談援助の方法と技術 

・保護者に対する相談援助の計画、記録 

及び評価 

 

・社会資源 

・地域の子育て家庭への支援 

・保護者支援における面接技法 

 

・虐待の予防と対応等 

・虐待の事例分析 

 

・保護者支援・子育て支援における専門 

職及び関係機関との連携 

・保護者支援・子育て支援における地域 

資源の活用 

・「子どもの貧困」に関する対応 

 



 
 

分野 ねらい 内容 具体的な研修内容（例） 

マネジメント ・ 主任保育士の下で

ミドルリーダーの

役割を担う立場に

求められる役割と

知識を理解し、自園

の円滑な運営と保

育の質を高めるた

めに必要なマネジ

メント・リーダーシ

ップの能力を身に

付ける。 

○マネジメントの理解 

 

 

 

 

 

 

○リーダーシップ 

 

 

 

○組織目標の設定 

 

 

 

○人材育成 

 

 

 

○働きやすい環境づくり 

 

・組織マネジメントの理解 

・保育所におけるマネジメントの現状と 

課題 

・関係法令、制度及び保育指針等につい 

ての理解 

・他専門機関との連携・協働 

 

・保育所におけるリーダーシップの理解 

・職員への助言・指導 

・他職種との協働 

 

・組織における課題の抽出及び解決策の 

検討 

・組織目標の設定と進捗管理 

 

・職員の資質向上 

・施設内研修の考え方と実践 

・保育実習への対応 

 

・雇用管理 

・ＩＣＴの活用 

・職員のメンタルヘルス対策 

 

 

 

分野 ねらい 内容 具体的な研修内容（例） 

保育実践 ・ 子どもに対する理

解を深め、保育者が

主体的に様々な遊

びと環境を通じた

保育の展開を行う

ために必要な能力

を身に付ける。 

 

○保育における環境構成 

 

 

○子どもとの関わり方 

 

 

○身体を使った遊び 

 

 

○言葉・音楽を使った遊び 

 

 

○物を使った遊び 

 

・子どもの感性を養うための環境構成と

保育の展開 

 

・子どもの発達に応じた援助方法に関す 

る実践方法 

 

・身体を使った遊びに関する実践方法 

 

 

・言葉・音楽を使った遊びに関する実践 

方法 

 

・物を使った遊びに関する実践方法 

 

 

 ※「具体的な研修内容（例）」については、「内容」欄の研修事項として考えられる具体的な例であり、研修事項に即し 

た内容であれば、これに限定されるものではない。 



（別添２） 

 

 

修了証番号について 

 

 

１ 都道府県番号 

 

01 北海道  13 東京都①  25 滋賀県  37 香川県 

02 青森県  14 神奈川県  26 京都府  38 愛媛県 

03 岩手県  15 新潟県  27 大阪府  39 高知県 

04 宮城県  16 富山県  28 兵庫県  40 福岡県 

05 秋田県  17 石川県  29 奈良県  41 佐賀県 

06 山形県  18 福井県  30 和歌山県  42 長崎県 

07 福島県  19 山梨県  31 鳥取県  43 熊本県 

08 茨城県  20 長野県  32 島根県  44 大分県 

09 栃木県  21 岐阜県  33 岡山県  45 宮崎県 

10 群馬県  22 静岡県  34 広島県  46 鹿児島県 

11 埼玉県  23 愛知県  35 山口県  47 沖縄県 

12 千葉県  24 三重県  36 徳島県  81 東京都② 

 

 

２ 研修種別番号 

 

１ 乳児保育 

２ 幼児教育 

３ 障害児保育 

４ 食育・アレルギー対応 

５ 保健衛生・安全対策 

６ 保護者支援・子育て支援 

７ マネジメント 

８ 保育実践 

 

 



（様式第１号） 

 

第         号 

 

 

 

保育士等キャリアアップ研修修了証 

 

 

保育士登録番号： 

 

氏 名： 

 

生 年 月 日： 

 

 

あなたは、「保育士等キャリアアップ研修の実施について」（平成 29 年４月１日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）に基づく保育士等キャリアアップ

研修について、次の分野を修了したことを証明する。 

 

 

研修種別： 

 

 

 

  年  月  日 

 

都道府県知事名 

（都道府県の指定を受けた研修実施機関が実施する研修 

の場合、当該研修実施機関の名称、主たる事務所の所在 

地及び代表者の氏名） 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

保育士以外の者に交付する場合、保育士登録番号の記載は不要となる。 



（様式第２号） 

 

年  月  日 

 

 （都道府県知事） 殿 

 

（申請者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者氏名） 

 

 

保育士等キャリアアップ研修指定申請書 

 

 

「保育士等キャリアアップ研修の実施について」（平成 29 年４月１日厚生労働

省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）に基づく保育士等キャリアアップ研修につ

いて、指定を受けたいので、関係書類を添えて、下記のとおり、申請を行う。 

 

研修種別 
 

 

研修時間数 
 

 

研修修了の評価方法 

 

 

 

 

（添付書類） 

・事業計画 

・研修カリキュラム 

・講師に関する書類 

 

 

 

 

（注） 

１ 複数の種別の研修をまとめて申請する場合、「別紙のとおり」と記載し、書類を添付するこ

とができる。 

２ 「事業計画」には、研修に関する日程（研修の受付開始予定日、研修実施予定日、修了証

の発行予定日及び事業実績報告の提出予定日を含む。）、研修会場、研修事業の実施体制（研

修担当者の連絡先及び氏名を含む。）及び収支予算を記載すること。 

３ 「研修カリキュラム」には、定員、研修項目、各項目の講師・時間数及び研修形態（講義・

演習・グループ討議等の別）を記載すること。 

４ 「講師に関する書類」は、講師の略歴及び保育に関する研修の実績が分かる書類並びに承 

諾書を添付すること。 

 



（様式第３号） 

 

 

 

 （研修実施機関の名称及び代表者氏名） 殿 

 

 

 

保育士等キャリアアップ研修指定通知書 

 

 

 

年  月  日付で指定の申請のあった保育士等キャリアアップ研修に

ついて、下記のとおり指定したので、通知する。 

 

 

 

研修実施機関番号 
 

 

研修実施機関の名称 
 

 

研修種別番号 
 

 

研修種別 
 

 

 

 

 

年  月  日 
 
 

（都道府県知事） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

 同一の研修実施機関が実施する複数の種別の研修を一括して指定する場合、「研修種別番号」

及び「研修種別」に該当する番号及び研修種別を列挙すること。 



（様式第４号） 

 

年  月  日 

 

 （都道府県知事） 殿 

 

（研修実施機関の名称、主たる事務所の所在地及び代表者氏名） 

 

 

保育士等キャリアアップ研修指定内容更新届出書 

 

 

「保育士等キャリアアップ研修の実施について」（平成 29 年４月１日厚生労働

省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）に基づく保育士等キャリアアップ研修とし

て、   年  月  日に指定を受けた研修について、下記のとおり、  年度

に実施する内容の届出を行う。 

 

 

研修種別 
 

 

研修時間数 
 

 

研修修了の評価方法 

 

 

 

 

（添付書類） 

・事業計画 

・研修カリキュラム 

・講師に関する書類 

 

 

（注） 

１ 複数の種別の研修をまとめて届出を行う場合、「別紙のとおり」と記載し、書類を添付する

ことができる。 

２ 「事業計画」には、研修に関する日程（研修の受付開始予定日、研修実施予定日、修了証

の発行予定日及び事業実績報告の提出予定日を含む。）、研修会場、研修事業の実施体制（研

修担当者の連絡先及び氏名を含む。）及び収支予算を記載すること。 

３ 「研修カリキュラム」には、定員、研修項目、各項目の講師・時間数及び研修形態（講義・

演習・グループ討議等の別）を記載すること。 

４ 「講師に関する書類」は、講師の略歴及び保育に関する研修の実績が分かる書類並びに承 

諾書を添付すること。前年度から変更がない場合は当該書類を省略することができる。 

 



個人情報取扱特記事項 

（令和５年４月） 

  

（個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 横浜市（以下「委託者」という。）がこの特記事項が付帯する契約（以下「この契

約」という。）において個人情報を取り扱わせる者（以下「受託者」という。）は、個人情

報の重要性を認識し、この契約による事務（以下「本件事務」という。）を処理するに当

たっては、個人情報の保護に関する法律、横浜市個人情報の保護に関する条例その他の関

係法令等を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱

わなければならない。 

 （適正な管理） 

第２条 受託者は、本件事務に係る個人情報の漏えい、滅失、毀損及び改ざん等（以下「漏

えい等」という。）の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱いに関する規程類を整備するとともに、本件事務に係る個人

情報の管理責任者を選任しなければならない。 

３ 受託者は、個人情報を取り扱う場所及び保管する場所（以下「作業場所」という。）を

定めるとともに、作業場所に係る入退室の規制、防災・防犯対策その他の安全対策を講じ

なければならない。 

４ 受託者は、本件事務に係る個人情報の取扱いに着手する前に前３項に定める管理責任体

制、安全対策その他の安全管理措置について、安全管理措置報告書（第１号様式）により

委託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、前項の規定により報告した事項に関し、委託者が理由を示して異議を申し出

た場合には、当該異議に関する事項を変更しなければならない。この場合において、当該

変更に経費を要するときは、その費用負担は委託者と受託者とが協議して決定する。 

 （従事者の監督） 

第３条 受託者は、本件事務の処理に従事している者が本件事務に関して知り得た個人情報

をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要かつ適切な監督を行わな

ければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第４条 受託者は、本件事務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により

個人情報を収集しなければならない。 

 （禁止事項） 

第５条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、本件事務に係る

個人情報に関し、次に掲げる行為をしてはならない。 

 (1) 本件事務を処理する目的以外での利用 

 (2) 複写又は複製（作業場所内において効率的に作業を進めるためにやむを得ないものを



除く。） 

 (3) 作業場所の外への持ち出し 

 （再委託の禁止等） 

第６条 受託者は、本件事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、第三者に

取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場合はこ

の限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の承諾を得て、本件事務に係る個人情報を第三者に取り扱わせ

る場合には、個人情報の保護に関し、本特記事項と同等の内容及び委託者が指示する事項

について、当該第三者（会社法（平成 17年法律第 86号）第２条第１項第３号の子会社を

含む。以下「再受託者」という。）との間で約定しなければならない。２以上の段階にわ

たる委託（以下「再々委託等」という。）を行う場合も、この例によるべきことを再受託

者又はこれに類する者に求めなければならない。 

３ 再受託者が本件事務に係る個人情報を第三者に取り扱わせる場合にあっては、受託者は、

当該第三者（会社法第２条第１項第３号の子会社を含む。以下「再々受託者」という。）

における個人情報の取扱いに係る管理体制をあらかじめ確認し、当該確認内容を委託者に

報告し、委託者の書面による承諾を受けた上でなければ、第１項ただし書の承諾に相当す

る承諾をしてはならない。再々委託等を行う場合も、同様とする。 

４ 業務内容が定型的であり、かつ、個人情報の漏えい等の危険性が低いものとして委託者

が別に定める業務の委託（再委託及び再々委託等（以下「再委託等」と総称する。）を含

む。）については、委託者が別に定める事項をあらかじめ委託者に報告した場合には、第

１項ただし書の承諾及び前項に規定する受託者による承諾を要しない。 

５ 第２条第５項の規定は、前項に規定する報告について準用する。 

 （個人情報が記録された資料等の返還等） 

第７条 受託者は、本件事務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が収集し、

複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、業務の遂行上使用しないこと

となったとき又はこの契約が終了したとき若しくは解除されたときは、委託者の指示に従

い、直ちに委託者に返還し、若しくは引き渡し、若しくは消去し、又はその他の方法によ

り処理するものとする。 

 （報告及び検査） 

第８条 委託者は、個人情報を保護するために必要な限度において、委託契約期間中、受託

者に対し、個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について報告を求めることができ

る。 

２ 委託者は、個人情報を保護するために必要な限度において、委託契約期間中少なくとも

１年に一度、情報の管理の状況及び委託業務の履行状況について、原則として作業場所に

おいて検査するものとする。 

３ 前２項の場合において、報告、資料の提出又は検査に直接必要な費用は、受託者の負担

とする。ただし、委託者の事情により過分の費用を要した分については、委託者が負担す

る。 



 （事故発生時等における報告） 

第９条 受託者は、個人情報の漏えい等の事故が生じ、又は生ずるおそれがあることを知っ

たときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。この契約が終了し、

又は解除された後においても同様とする。 

 （研修実施報告書の提出） 

第 10 条 受託者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項、

個人情報の保護に関する法令等に基づく罰則の内容及び個人情報の漏えい等が生じた際

に負う民事上の責任についての研修を実施し、研修実施報告書（第２号様式）を委託者に

提出しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託する場合には、再受託者に対し、

前項の研修を実施させ、同項の研修実施報告書を受託者に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、受託者は、再受託者から提出された研修実施報告書を委託者に提

出しなければならない。 

 （契約の解除及び損害の賠償） 

第 11 条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約を解除し、又は受託者に対

して損害賠償の請求をすることができる。 

 (1) 本件事務を処理するために受託者が取り扱う個人情報について、受託者の責に帰すべ

き理由による個人情報の漏えい等があったとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、本件事務の目的を達成することが

できないと認められるとき。 

２ 前項第１号の個人情報の漏えい等に伴う損害賠償その他の一切の責任は、個人情報の漏

えい等が、受託者が再委託等をし当該再委託等先において発生した場合であっても、当該

受託者が負うものとする。 



（第１号様式） 

安全管理措置報告書          
調 査 項 目 内 容 

１ 業者名  

□横浜市競争入札有資格者 □その他（             ） 

□横浜市出資法人（条例第 条） 

２ 業務の作業担当部署名  

３ 業務の現場責任者役職名  

４ 業務の個人情報取扱者の

人数 

 

５ 個人情報保護関連資格等 □Ｐマーク □ＩＳＭＳ 

□その他の資格（                      ） 

□個人情報関係の損害保険に加入 

６ 個人情報保護に関する社

内規程等 

□個人情報の使用、保存、廃棄等に関する管理規程 

□個人情報漏えい･紛失･滅失･盗難等事故時の対応規程・マニュアル等 

□個人情報保護について従業員との雇用契約や誓約書等に明記 

□その他の規程（                     ） 

□規程なし 

７ 個人情報保護に関する研

修・教育 

□個人情報保護に関する研修・教育を実施（年  回／従業員１人につき） 

□その他（                          ） 

８ 個人情報保護に関する点

検・検査・監査の方法等 

 

 

９ 漏えい等の事案の対応規程・マニュアル等の内容 

 (1) 対応規程・マニュアル

等がある場合 

名 称  

内 容  

 

(2) 対応規程・マニュアル

等がない場合 

（漏えい等の事案が発生した場合にどのような対応を取るのかについ

て、なるべく具体的に記載してください。） 

 



10 個人情報を取り扱う作業場所の管理体制  

※ 作業を実施機関の施設内部のみで行い、かつ、受託者が、実施機関所有のＰＣ、タブレット等の電

子計算機のみを使用する場合には記入不要です。作業を実施機関の施設内部のみで行い、かつ、受

託者所有の電子計算機を使用する場合には、(2)電磁媒体の項目、(4)及び(5)を記入してください。 

 (1) 作業施設の入退室管

理 

作業期間中の入室可能人数 

□上記４の作業者のみ 

□作業者以外の入室可（□上記外    名 □その他） 

 

入退室者名及び時刻の記録 

□なし （施錠のみ、身分証提示のみ等） 

□あり □用紙記入 

□ＩＣカード等によりＩＤ等をシステムに記録 

□カメラや生体認証等により特定個人の入退室時刻を記録 

□その他（              ） 

 □その他（                  ） 

 (2) 個人情報の保管場所 

 

紙媒体 □鍵付き書庫 □耐火金庫 □専用の保管室 

□その他（                   ） 

 電磁媒体 □鍵付き書庫 □耐火金庫 □専用の保管室 

□その他（                   ） 

 (3) 作業施設の防災体制 □常時監視 □巡回監視 □耐火構造 □免震・制震構造 

□その他（                   ） 

 (4) 個人情報の運搬方法 紙媒体  

  

 電磁媒体  

  

 

 

 (5) 個人情報の廃棄方法 紙媒体  

  

 電磁媒体  

  

 (6) 施設外で作業を行う

場合の個人情報保護対

策（行う場合のみ記入） 

 

 

 

 



11 電算処理における個人情報保護対策  

※紙媒体しか取り扱わない業務を行う場合は記入不要です。 

※実施機関所有のＰＣ、タブレット等の電子計算機のみを使用する場合には記入不要です。 

 (1) 作業を行う機器 □限定している（ノート型  台、デスクトップ型  台） 

□限定していない 

 (2) 外部との接続 □作業機器は外部との接続をしていない 

□作業機器は外部と接続している 

接続方法：□イン ターネット  □専用回 線  □その他

（       ） 

通信の暗号化：□している □していない 

 (3) アクセス制限 □ＩＤ・パスワード付与によりアクセス制限をしている 
ＩＤの設定方法（                       ） 
パスワードの付け方（                     ） 

□ＩＤ・パスワード付与によりアクセス制限をしていない 

 (4) 不正アクセスを検知

するシステムの有無 

□あり（検知システムの概要：                  ） 

□なし 

 (5) マルウェアを検知す

るシステムの有無 

□あり（検知システムの概要：                  ） 

□なし 

 (6) ソフトウェアの更新 □常に最新のものに自動アップデートするものとなっている 

□上記以外（                          ） 

 (7) アクセスログ □アクセスログをとっている（   年保存） 

□アクセスログをとっていない 

 (8) 停電時のデータ消去

防止対策 

□無停電電源装置 □電源の二重化 

□その他（                           ） 

□なし 

 (9) その他の対策  

12 外国における個人情報の

取扱いの有無 

 

※ 実施機関所有のＰＣ、タ

ブレット等の電子計算機

のみを使用する場合には

記入不要です。 

□あり 

 □外国のサーバ上に個人情報が保存されているが、外国のサーバ上で

の個人情報の取扱いはない 

 □外国のサーバ上に個人情報が保存されており、外国のサーバ上で個

人情報を取り扱っている 

□なし 

※「あり」の場合は、以下も記入してください。 
 (1) 個人情報の取扱いが

ある外国の名称 

 

 (2) 当該外国における個

人情報の制度・保護措置

等 

 

 



（第２号様式）  

（Ａ４）  
 

 

 

 年 月 日 

（提出先） 

         

（提出者） 

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書・誓約書 

 

個人情報の保護に関する法律第66条第２項の規定により準

用される同条第１項に定める措置の一環として、横浜市の個

人情報を取り扱う事務に従事する者に対し、個人情報を取り

扱う場合に遵守すべき事項並びに個人情報の保護に関する法

令等に基づく罰則の内容及び漏えい等の事故が発生した場合

の民事上の責任についての研修を実施しましたので、別紙（全  

枚）のとおり報告いたします。 

個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱特記事項

を遵守し、並びに従事者にも遵守させ、個人情報を適切に取り

扱うことを誓約いたします。 

 

 



（別紙） 

研修実施明細書 

 

 本件業務の委託に当たり、受託者として従事者に実施した個人情報保護に係る研修の明細は、

次のとおりです。 

 

研修受講日 所    属 担 当 業 務 氏    名 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（Ａ４） 



電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項 

 

（情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 この特記事項（以下「特記事項」という。）は、委託契約約款（以下

「約款」という。）の特記条項として、電子計算機処理等の委託契約に関する

横浜市（以下「委託者」という。）が保有する情報の取扱いについて、必要な

事項を定めるものである。 

２ 情報を電子計算機処理等により取り扱う者（以下「受託者」という。）は、情

報の保護の重要性を認識し、この契約による業務（以下「本件業務」という。）

を遂行するための情報の取扱いに当たっては、委託者の業務に支障が生じ

ることのないよう、適正に取り扱わなければならない。 

（定義） 

第２条 特記事項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(1) 電子計算機処理等 電子計算機を使用して行われる情報の入力、蓄

積、編集、加工、修正、更新、検索、消去、出力又はこれらに類する処理

をいう。ただし、専ら文章を作成するための処理、専ら文書図画の内容を

記録するための処理、製販その他の専ら印刷物を制作するための処理及

び専ら文書図画の内容の伝達を電気通信の方法により行うための処理を

除く。 

(2) 不開示情報 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年条

例第１号）第７条第２項に規定する不開示情報をいう。 

(3) 不開示資料等 不開示情報が記録された、文書、図画、写真、フィルム

及び電磁的記録をいう。 

（適正な管理） 

第３条 受託者は、本件業務に係る情報の漏えい、滅失、毀損及び改ざん等

（以下「漏えい等」という。）の防止その他の情報の適正な管理のために必要

な措置を講じなければならない。 

２ 受託者は、情報の取扱いに関する規程類を整備するとともに、情報の適正

な管理を実施する者として本件業務に係る情報の管理責任者を選任しなけ

ればならない。 

３ 受託者は、電子計算機を設置する場所、情報を保管する場所その他の情

報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定めるとともに、作業場所に係

る入退室の規制、防災・防犯対策その他の安全対策を講じなければならな

い。 

４ 受託者は、本件業務に着手する前に前３項に定める管理責任体制及び安

全対策その他の安全管理措置について、委託者に報告しなければならな

い。 

５ 受託者は、前項の規定により報告した事項に関し、委託者が理由を示して

異議を申し出た場合には、当該異議に関する事項を変更しなければならな

い。この場合において、当該変更に経費を要するときは、その費用負担は委

託者と受託者とが協議して決定する。 

（従事者の監督） 

第４条 受託者は、本件業務に従事している者が、本件業務に関して知り得た

不開示情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう、必

要かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除さ

れた後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第５条 受託者は、本件業務を遂行するために必要な範囲内で、適正かつ公

正な手段により情報を収集しなければならない。 

（禁止事項） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、本

件業務に係る情報に関し、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 本件業務を処理する目的以外での利用 

(2) 複写又は複製（作業場所内において効率的に作業を進めるためにやむ

を得ないものを除く） 

(3) 作業場所の外への持ち出し 

（再委託の禁止等） 

第７条 受託者は、本件業務を遂行するための不開示情報を自ら取り扱うもの

とし、第三者に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面

による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の承諾を得て、本件業務に係る情報を第三者に

取り扱わせる場合には、情報の保護に関し、特記事項と同等の内容及び委

託者が指示する事項について、当該第三者（会社法（平成17年法律第86

号）第２条第１項第３号の子会社を含む。以下「再受託者」という。）との間で

約定しなければならない。２以上の段階にわたる委託（以下「再々委託等」と

いう。）を行う場合も、この例によるべきことを再受託者又はこれに類する者に

求めなければならない。 

３ 再受託者が本件業務に係る情報を第三者に取り扱わせる場合にあって

は、受託者は、当該第三者（会社法第２条第１項第３号の子会社を含む。）

における情報の取扱いに係る管理体制をあらかじめ確認し、当該確認内容

を委託者に報告し、委託者の書面による承諾を受けた上でなければ、第１項

ただし書の承諾に相当する承諾をしてはならない。再々委託等を行う場合

も、同様とする。 

４ 業務内容が定型的であり、かつ、情報の漏えい等の危険性が低いものとし

て委託者が別に定める業務の委託（再委託及び再々委託等（以下「再委託

等」と総称する。）を含む。）については、委託者が別に定める事項をあらかじ

め委託者に報告した場合には、第１項ただし書の承諾及び前項に規定する

受託者による承諾を要しない。 

５ 第３条第５項の規定は、前項に規定する報告について準用する。 

（不開示資料等の返還等） 

第８条 受託者は、本件業務を遂行するために委託者から貸与され、又は受

託者が収集し、複製し、若しくは作成した不開示資料等を、業務の遂行上使

用しないこととなったとき又はこの契約が終了したとき若しくは解除されたとき

は、委託者の指示に従い、直ちに委託者に返還し、若しくは引き渡し、若しく

は消去し、又はその他の方法により処理（以下「返還等」という。）するものと

する。 

２ 前項の場合において、委託者が当該不開示資料等の消去又はその他の

方法による処理を指示した場合は、復元困難な消去、焼却、シュレッダー等

による裁断等当該情報が第三者の利用に供されることのない方法によらなけ

ればならない。 

３ 第１項の場合において、受託者が正当な理由なく指定された期限内に不

開示資料等の返還等をしないときは、委託者は、受託者に代わって当該不

開示資料等を回収し、又は廃棄することができる。この場合において、受託

者は、委託者の回収又は廃棄について異議を申し出ることができず、委託

者の回収又は廃棄に要した費用を負担しなければならない。 

（報告及び検査） 

第９条 委託者は、情報を保護するために必要な限度において、委託契約期

間中、受託者に対して、情報の管理の状況及び委託業務の履行状況につ

いて、報告を求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、情報の管理の状況及び

委託業務の履行状況について、作業場所において検査することができる。 

３ 前２項の場合において、報告又は検査に直接必要な費用は、受託者の負

担とする。ただし、委託者の事情により、過分の費用を要した分については、

委託者が負担する。 

（事故発生時等における報告） 

第10条 受託者は、委託者の提供した情報並びに受託者及び再受託者が本

件業務のために収集した情報について、火災その他の災害、盗難、漏え

い、改ざん、破壊、コンピュータウイルスによる被害、不正な利用、不正アク

セス等の事故が生じたとき、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速

やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。この契約が終了

し、又は解除された後においても同様とする。 

（引渡し） 

第11条 受託者は、約款第28条第２項の規定による検査（以下「検査」とい

う。）に合格したときは、直ちに、契約の履行の目的物を納品書を添えて委託

者の指定する場所に納入するものとし、納入が完了した時をもって契約の履

行の目的物の引渡しを完了したものとする。 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第12条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約を解除し、又は

受託者に対して損害賠償を請求することができる。 

(1) 本件業務を遂行するために受託者が取り扱う不開示情報について、受

託者の責に帰すべき理由による漏えい等があったとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、本件業務の目的を達成

することができないと認められるとき。 

２ 前項第１号の不開示情報の漏えい等に伴う損害賠償その他の一切の責任

は、不開示情報の漏えい等が、受託者が再委託等をし、当該再委託等先にお

いて発生した場合であっても、当該受託者が負うものとする。 

３ 委託者は、受託者が検査に不合格となったときは、この契約を解除すること

ができる。 

（著作権等の取扱い） 

第13条 この契約により作成される成果物の著作権等の取扱いについては、

約款第５条の規定にかかわらず、次の各号に定めるところによる。 

(1) 受託者は、著作権法（昭和45年法律第48号）第21条（複製権）、第26条

の３（貸与権）、第27条（翻訳権、翻案権等）及び第28条（二次的著作物の

利用に関する原著作者の権利）に規定する権利を、目的物の引渡し時に

委託者に無償で譲渡するものとする。 

(2) 委託者は、著作権法第20条（同一性保持権）第２項第３号又は第４号に

該当しない場合においても、その使用のために、この契約により作成され

る目的物を改変し、任意の著作者名で任意に公表できるものとする。 

(3) 受託者は、委託者の書面による事前の同意を得なければ、著作権法第

18条（公表権）及び第19条（氏名表示権）を行使することができないものと

する。 

(4) 受託者がこの契約の締結前から権利を有している著作物の著作権は、

受託者に留保されるものとする。この場合において、受託者は、委託者に

対し、当該著作物について、委託者が契約の履行の目的物を使用するた

めに必要な範囲で、著作権法に基づく利用を無償で許諾するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、著作物の利用について設計図書で別段の定め

をした場合には、その図書の定めに従うものとする。 

３ 受託者は、この契約によるすべての成果物が、第三者の著作権、特許権そ

の他の権利を侵害していないことを保証するものとする。ただし、委託者の責

に帰すべき事由に起因する権利侵害となる場合は、この限りではない。 

（最近改正：令和５年４月１日） 
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